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令和８年６月29日、公益財団法人　納税協会連合会

は創立80周年を迎えます。

このように、創立80年という大きな節目を迎えるこ

とができますのも、ひとえに、歴代の役員、会員の皆

様方の長年にわたるご尽力はもとより、税務ご当局、

関係各位、そして地域社会の皆様のご理解とご支援、

ご協力の賜物と、心より深く感謝申し上げます。

戦後間もなく、近畿２府４県の大阪国税局管内の各

地に、正しい税知識の普及に努め、適正な申告納税の

推進と納税道義の高揚をはかることを目的とした「納

税協会」が相次いで設立されました。現在は管内に83

の納税協会が存在し、約12万の個人・法人会員を擁す

るまでになっています。

こうした状況のもと、地域に密着した各地の納税協

会の活動を支援するとともに、より公平・公正な税制

の実現に向けて各方面に情報発信することを目的に設

立されたのが納税協会連合会でした。

以来、税知識の普及と納税意識の高揚をはかるべ

く、各地の納税協会と役割を分担し、地域社会と連携

しながら、税に関する広報・研修活動や租税教育の推

進など、多様な事業活動を展開し、健全な納税環境の

醸成に努めてまいりました。さらに近年は、社会のデ

ジタル化の進展に伴う税務手続の電子化などにも機動

的に対応し、会員の皆様や地域社会への支援、情報提

供にも力を入れて取り組んでおります。

また、消費税をはじめ、様々な税制改革が進められ、

個人や事業者を取り巻く納税環境が大きく変化する

中、私ども納税協会ならびに連合会の果たすべき役割

と責任はますます大きくなるものと存じます。

この度、創立80周年を機に、これまでの私どもの活

動や時代背景をとりまとめた『納税協会連合会　創立

80周年記念誌』を発行いたしました。ご高覧いただけ

れば誠に幸甚です。

納税協会連合会では、これからも、健全な納税者団

体として、会員の皆様のお役に立つ事業活動を展開

し、企業や地域社会の発展に一層貢献してまいる所存

です。

今後とも、引き続き、変わらぬご支援、ご協力を賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。

創立80周年を迎えて
公益財団法人 納税協会連合会

会長　本荘 武宏
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近畿納税貯蓄組合総連合会

会長　佐々木　宏

　本日ここに、納税協会連合会が創立80周年という誠

に意義深く輝かしい節目を迎えられましたことを、近

畿納税貯蓄組合総連合会を代表いたしまして、心より

お祝い申し上げます。

　また、永年にわたり納税思想の高揚と税知識の普及

にご尽力され、申告納税制度の円滑な運営と健全な税

務行政の推進に多大なるご貢献を重ねてこられました

歴代役員並びに会員各位のご労苦に対し、深甚なる敬

意と感謝を表する次第でございます。

　顧みますれば、戦後の混乱の中から新たな国づくり

が始まり、税制の柱として申告納税制度が確立されて以

来、我が国の税制は国民一人ひとりの理解と信頼によっ

て支えられてまいりました。納税協会連合会は、その黎

明の時代より納税者と税務行政を結ぶ架け橋として重要

な役割を担われ、税に対する正しい理解を社会に広め、

納税道義の高揚に大きく寄与してこられました。

　80年という歳月は、決して平坦なものではありませ

んでした。我が国は高度経済成長を経て社会の大きな

発展を遂げる一方、幾度もの経済変動や社会の変化を

経験してまいりました。そのような時代のうねりの中

にあっても、納税協会は常に地域社会に根ざし、納税

者と税務行政との信頼をつなぐ民間協力団体として、

たゆまぬ歩みを重ねてこられました。その地道な活動

の積み重ねこそが、本日ここに迎えられた輝かしい80

年の歴史を築き上げてこられたものであり、心から深

い敬意を表するものであります。

　一方、私ども納税貯蓄組合もまた、納税協会と志を

同じくする団体として、長年にわたり相互に連携を図

りながら活動を進めてまいりました。地域においては

両団体が一体となり、納税思想の普及と税務行政への

理解促進に努めてきたところであり、このような協力

関係は、我が国の申告納税制度を支える民間の力とし

て大きな役割を果たしてきたものと存じます。

　とりわけ、次代を担う青少年に対する租税教育の推

進は、私どもが共に力を注いできた大切な取組であり

ます。学校や地域の場において税の意義や役割を伝

え、社会を支える公の仕組みへの理解を深めていくこ

とは、将来にわたり健全な社会を築いていくうえで欠

かすことのできない営みであります。青少年が税の大

切さを学び、社会の一員としての責任と自覚を育んで

いくことは、我が国の社会を支える確かな礎となるも

のと確信しております。

　近年、経済構造の変化や社会全体のデジタル化が急

速に進展するなど、税務行政を取り巻く環境は大きく

変わりつつあります。しかしながら、いかなる時代に

あっても、税に対する国民の理解と信頼こそが社会の

安定と発展を支える根幹であることに変わりはありま

せん。だからこそ、納税思想の普及と租税教育を担う

民間団体の使命は、これからの時代においても一層重

要になるものと存じます。

　今後とも、納税協会連合会がこれまで培ってこられ

た豊かな経験と伝統を礎として、なお一層のご発展を

遂げられますことを心より期待申し上げますととも

に、私ども納税貯蓄組合もまた、皆様との連携を一層

深めながら、納税意識の向上と健全な税務行政の推進

に微力を尽くしてまいる所存でございます。

　80年にわたり培われてきた納税思想の灯が、これか

らも世代を超えて受け継がれ、我が国の民主社会を支

える確かな光として、さらに遠く未来へと輝き続ける

ことを心から祈念申し上げ、私の祝辞といたします。

創立80周年を祝して
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大阪国税局長

彦谷 直克

公益財団法人納税協会連合会創立80周年を心からお

慶び申し上げます。

納税協会連合会におかれましては、戦後間もない昭

和21年6月に設立されて以来、80年の永きにわたり、

正しい税知識の普及や納税道義の高揚のため、各納税

協会と手を携え、その中核として納税協会全体の事業

活動の円滑な遂行が図られるよう活動されてこられま

した。

私も出席させていただきましたが、納税協会連合会

青年部会連絡協議会が中核となって開催される「青年

の集い」の開催など、青年部の活性化も図られており、

その活動を積極的に支援されております。

また、税を考える週間にはキッザニア甲子園で出展

される税務署パビリオンを通じて子どもたちへの租税

教育を精力的に行われております。

さらに、『納税月報』や税務・経営の解説書等の出版

活動や、税制に納税協会会員等の要望を反映させるた

めの活動など、積極的かつ多様な事業活動により、健

全な企業経営にも多大なる貢献をされてこられまし

た。

こうした多方面にわたる活動が、適正申告の推進な

どに計り知れない貢献をもたらしており、これまで納

税協会連合会並びに納税協会の活動に携わってこられ

た先人の皆様方をはじめ、円滑な税務行政に貢献いた

だいた会員の皆様方には、心から敬意と感謝の意を表

する次第であります。

私どもの使命は、「納税者の自発的な納税義務の履

行を適正かつ円滑に実現する」ことであり、この使命

はいつの時代においても変わらないものです。他方

で、経済社会のグローバル化・デジタル化の進展など、

わが国の税務行政を取り巻く環境は大きく変化してお

ります。

こうした中において、この使命を果たしていくため

には、税務行政の良き理解者であり良きパートナーで

ある納税協会連合会並びに各納税協会の皆様方のご支

援・ご協力が今後も必要不可欠と考えております。

納税協会連合会創立80周年をひとつの節目として、

今後も活発な事業活動を展開され、税務行政の円滑な

運営になお一層のご支援を賜りますようお願い申し上

げます。

結びに当たりまして、納税協会連合会のますますの

ご発展と皆様方のご活躍を祈念いたしまして、私のお

祝いの言葉といたします。

祝辞
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連合会の歩み、歴代連合会長及び大阪国税局長
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●「大阪財務局管内納税協会連合会」創立
　大阪市東区南本町・明治屋ビル４階
●『納税協会報』を創刊

●『納税協会報』を『納税月報』に改題

●連合会加入協会84協会（金沢財務局管内を含む）となる

●大阪市東区杉山町１の大阪財務局内に事務所を移転

●大阪国税局管内納税協会連合会と改称
●府県別ブロック会を設置

●大阪･金沢国税局管内納税協会連合会と改称
●『税のしるべ』発刊記念納税普及大講演会を開催

●連合会に青色申告部会を設置

●青色申告部会員を対象に納税貯蓄組合の設置を決定
●『納税月報・青色申告版』を発刊

●『納税月報個人版』を発行
●執行部会を設置

●『納税月報』法人版及び個人版と分離

●大阪国税局幹部と71協会役員との懇談会の開催

●「大阪国税局管内納税協会連合会」に名称復帰
　大阪市東区大手前之町14に移転
●地域別５ブロック会の設置
●『納税協会速報』を創刊

●大阪国税局幹部と協会役員との新年懇談会を再開
●「法人税実務講座」の開催

●大阪国税局管内84税務署に１納税協会設立

●『連合会15周年史』を発行
●市内ブロックを一本化し、三丹ブロック会を新設

●「納税貯蓄組合員倍加促進運動」への協力

●西納税協会から港納税協会を分離
●三田納税協会を兵庫納税協会に合併

●図書発行業務を清文社に委託

昭和21年

昭和22年

石井 茂樹

吉田 洞介

窪谷 直光

塩見 俊二

原   三郎

村山 達雄

金子 一平

武樋 寅三郎

塩崎   潤

岩尾   一

昭和23年

昭和24年

昭和25年

昭和26年

昭和28年

昭和29年

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭和34年

昭和35年

昭和36年

昭和37年

昭和38年

昭和39年

年 代 連合会の歩み 連合会長

岡野 清豪
（㈱三和銀行）

井口 竹次郎
（大阪瓦斯㈱）

大阪国税局長

昭和21年の『納税協会報』と

昭和30年の『納税月報』

昭和32年の

大阪国税局幹部との懇談会

昭和36年の

「法人税実務講座」風景
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●『納税協会連合会特報』を発行
●国税庁長官へ「税務行政の簡素化、能率化」の答申

●連合会創立20周年記念行事委員会の設置
●国民金融公庫の融資制度発足
●『20年史』を発行
●納税協会キャッチフレーズの選定

昭和40年

昭和41年

●香住納税協会を豊岡納税協会に合併
●山城田辺納税協会が宇治納税協会に改称
●淀川納税協会から東淀川納税協会を分離

昭和42年

●「グループ化に伴う納税協会の魅力作りに関する局への要望書」を局長に提出
●篠山納税協会を柏原納税協会に合併
●専門委員会設置（事業､組織､税制､福利厚生）

昭和43年

●第１回「税制改正要望書」の提出
●組織委員会を廃止

昭和44年

●「納税協会標準会費」を制定
●枚方納税協会から門真納税協会を分離
●小規模企業共済制度の斡旋業務の開始
●大阪市東区船場中央1-4船場センタービル２号館に移転

昭和45年

●納税協会シンボルマークの制定
●『連合会25周年史』を発行
●「納税協会強化月間運動」を設定
●経営者大型総合保障制度の導入
●納税協会バッチの制定

昭和46年

●納税協会音頭の採用
●納税協会ローンの設定
●納税協会加入勧奨用ポスターの製作
●『納税月報』創刊300号

昭和47年

●第１次海外税制視察団の派遣
●『連合会速報』を『業務会報』と改題
●納税協会30周年記念大会
●エヌケイコンピュータセンターを設立

昭和48年

●財団法人設立許可を受け「財団法人 納税協会連合会」と改称
　大阪市東区大手前之町14-8に移転・東納税協会との共有ビル完成
●「昭和50年度・税制改正要望納税者大会」の開催
●第１回「みんなのくらしと税金展」協賛
●納税協会綱領の制定

昭和49年

近藤 道生

髙木 文雄

佐藤 吉男

吉瀬 維哉

丸山 英人

山内   宏

年 代 連合会の歩み 連合会長

井口 竹次郎
（大阪瓦斯㈱）

大阪国税局長
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昭和45年度・46年度

「税制改正要望書」

昭和48年度

エヌケイコンピュータセンターを設立

昭和49年度

東納税協会との共有ビル完成



連合会の歩み、歴代連合会長及び大阪国税局長
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●納税協会常勤役職員共済会の設立
●第１回アジア租税セミナー研修生との懇談

●第１回「企業経営税務研修ツアー」実施
●総務管理士制度の創設

昭和50年

昭和51年

●税務学院の廃止昭和53年

●『納税協会事業情報』の創刊
●第１回「納税協会トップセミナー」を実施

昭和54年

●『納税月報』による「納税協会に関する論文」募集昭和55年

●連合会創立35周年記念祝賀会の開催
●『連合会史』の発刊

昭和56年

●此花納税協会を大阪福島納税協会に合併昭和58年

●全納税協会の社団化達成
●全納税協会社団化達成記念祝賀会を開催
●近畿納貯組合総連合会の会務受託
●福祉制度に「経営保全プラン」を導入

昭和59年

●第１次納税協会統一事業・ＯＡ機器（パソコン）を導入
●第１回「税制勉強会」の開催

昭和60年

●季刊誌『ふれあい』の創刊
●創立40周年記念図書『絵と図表でわかる くらしの税金百科』を刊行

昭和61年

●月刊誌『タックス』の廃刊昭和63年

●（漫画で見る）『税金ア・ラ・カルト』の発刊
●「第２次納税協会統一ＯＡ事業計画」の制定

昭和64年
平成元年

●第15次海外税制視察団の派遣平成２年

●『ねっとわーく83』の創刊
●税制研究グループの発足

平成３年

●『総合税制研究』発刊平成４年

●納税協会創設50周年記念会員増強運動
●アイデアコンクール｢みんなの公園夢大賞｣
●記念シンポジューム「地域に根づくゆたかさを求めて～税の50年」の開催

平成５年

●納税協会創立50周年記念大会の開催平成６年

昭和62年

徳田 博美

米山 武政

篠田 信義

梅澤 節男

塚越 則男

新藤 恒男

瀧島 義光

赤倉 啓之

谷口 米生

小川　 是

冨沢　 宏

瀧川 哲男

淺見 敏彦

黒田 東彦

若林 勝三

年 代 連合会の歩み 連合会長 大阪国税局長

平成３年

『ねっとわーく83』の創刊

平成６年

納税協会創立50周年記念大会

藤仲 貞一

大西 正文
（大阪ガス㈱）
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●阪神・淡路大震災に伴う諸施策の実施
●研修センター（ＮＫ研修センター）の開設
●「ＡＰＥＣの税制－経済新時代の国際協調」シンポジュームの開催

平成７年

●「新しい納税協会像を探る」プロジェクト
●「提言検討委員会」の設置
●『連合会史（二）』を発行
●「国際税制シンポジュームＡＰＥＣの税制」の開催

平成８年

●「国際税制シンポジュームどうする法人税改革」の開催
●『納税協会ニュース』の創刊
●納税協会ホームページの開設
●申告納税制度50周年記念行事への取組み

平成９年

●大阪市中央区谷町1-5-4・近畿税理士会館・大同生命ビル10階に移転
●「国際税制研究センター」の設立
●『国際税制研究』の発刊
●青年部会連絡協議会結成準備大会の開催
●㈱エヌ・ケイコンピュータセンター株式譲渡

平成10年

●nk-net掲示板を構築
●50周年記念『日本の消費税』の編集刊行

平成11年

●「新しい納税協会像」に向けての短期的課題の承認
●寄附行為及び諸規程の整備
●パソコン教室の開催支援の開始
●「税制要望審議会」の設置
●「企画委員会」の設置
●協会会員向メールマガジンの発行

平成12年

●納税協会指針の制定
●経営者大型総合保障制度創設30周年

平成13年

●『連合会史（三）』を発行
●｢納税協会フォーラム2002｣
　「がんばれ関西・中小企業！ 21世紀生き残りの道」の開催

平成14年

●納税協会60周年記念事業「記念コンサート」の開催
●「フォーラム：納税協会60」の開催
●『納税月報』をＡ５判からＢ５判に改定

平成15年

堀田 隆夫

大武 健一郎

田村 義雄

高木 祥吉

森田 好則

上野   宏

金井 照久

年 代 連合会の歩み 連合会長

大西 正文
（大阪ガス㈱）

領木 新一郎
（大阪ガス㈱）

大阪国税局長

anniversary
8 th

平成８年

「ＡＰＥＣの税制－経済新時代の国際協調」シンポジュームの開催

平成11年

50周年記念『日本の消費税』の編集刊行



連合会の歩み、歴代連合会長及び大阪国税局長
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●｢改正消費税相談（説明）窓口｣･｢税理士相談日｣の設置及び一声運動の実施
●納税協会60周年記念事業（事業功労に対する感謝状の贈呈）
●青年部会連絡協議会講演会の開催

平成16年

●全納税協会のパソコンデータファイルを一括管理システムの運用開始
●「税に関する論文」の募集開始
●｢納税協会フォーラム2005」の開催
●青年部会連絡協議会会長会議の開催

平成17年

●「納税協会連合会創立60周年記念フォーラム」の開催
●『納税月報特別増刊号』発行

平成18年

●公益法人制度改革への対応
●全納税協会が公益認定を受けることを決議
●大阪にて「青年の集い」の前身「納税協会青年部会の集い」を開催

平成19年

●㈱ＮＫコンピュータセンターとＮＫサービス㈱が合併し、
　「ＮＫサポート」を創設
●納税協会連合会青年部会連絡協議会の設立
●第１回「青年の集い」和歌山大会開催

平成20年

●入会見込先紹介キャンペーンの実施
●ＮＫ研修センターが連合会事務局隣に移転

平成21年

●連合会ホームページにおいて「納税協会統一優待サービス」開始平成22年

●83納税協会 公益社団法人に移行
●福祉制度「経営保全プラン」を「ビジネスガード」に改称

平成23年

●公益財団法人の認定を受け「公益財団法人 納税協会連合会」と改称平成24年

●記帳･帳簿等の保存制度対象者拡大周知用ポスター作成平成25年

●｢自主点検チェックシート｣･｢自主点検ガイドブック｣を作成
●「ビジネスガード」30周年事業実施

平成26年

平成27年

鹿戸 丈夫

岡本 佳郎

中村 明雄

岡本 榮一

菅野 良三

富屋 誠一郎

佐川 宣寿

年 代 連合会の歩み 連合会長

領木 新一郎
（大阪ガス㈱）

大阪国税局長

尾崎  裕
（大阪ガス㈱）

平成17年

「税に関する論文」の募集開始

平成20年

第１回「青年の集い」和歌山大会開催

若狭 正幸

野村 明雄
（大阪ガス㈱）

川北   力

岡田 則之
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●全納税協会ホームページから「入会申込書」を直接送信できるシステムを構築
●『マンガでわかる納税協会ストーリー』を刷成

平成29年

●「税を考える週間」期においてキッザニア甲子園に租税教育パビリオンを出展
●福祉制度にアフラックのがん保険を導入

平成30年

●『税金ア・ラ・カルト』を年２回発行
●『納税協会ニュース』休刊
●『ＮＫレター』創刊

平成31年
令和元年

●新型コロナウイルス感染症関連施策一覧を取りまとめて全納税協会に発信
●新型コロナウイルス感染症 緊急経済対策のポイントを急遽発刊

令和２年

●確定申告コーナーにおける「青色申告」及び「振替納税」ＰＲ用ポスターを作成
●大型保障制度創設50周年

令和３年

●『ねっとわーく83』を『ＮＫタイムズ』に改定
●アフラックの ｢医療保険｣･｢介護保険｣ 等の全ての保険商品を福祉制度に導入
●納税協会会員データ検索システムを構築

令和４年

●法人会の「全国女性フォーラム」初視察
●三県ブロック会を解体、滋賀・奈良・和歌山ブロック会が独立

令和５年

●『納税月報』を全面リニューアル（オールカラー化・横書き掲載等）令和６年

●納税協会女性正副会長の集い開催令和７年

橋本 元秀

小原   昇

吉井   浩

後藤 健二

木村 秀美

彦谷 直克

堀内   斉

年 代 連合会の歩み 連合会長 大阪国税局長

anniversary
8 th

平成29年

『マンガでわかる納税協会ストーリー』を刷成 平成30年

「税を考える週間」期において

キッザニア甲子園に

租税教育パビリオンを出展

令和４年

『ＮＫタイムズ』発刊

昭和21年８月

昭和30年９月

昭和33年７月

昭和43年５月

昭和47年６月

昭和48年７月 

昭和58年８月

平成６年８月

平成16年７月 

平成26年９月 

平成30年９月

昭和30年７月

昭和32年12月

昭和43年５月

昭和47年６月

昭和48年７月

昭和58年７月

平成６年７月

平成16年７月

平成26年９月

平成30年９月

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

北折 澄太郎

香崎 亀三郎

鰀目 清二

前田 嘉直

橋詰 周一

村上 健一

奥山 孫右衞門

椋　活兼

吉田 實男

辻　誠一

新木 敏克

【歴代 常任副会長兼専務理事】

年    代 氏     名

●「企業経営税務研修ツアー」を「ＮＫメンバーズツアー」に改称
●納税協会のＯＡネットワーク環境のセキュリティ強化のため「ＵＴＭ」を設置
●『納税月報 連合会70周年特別号』発行

平成28年 藤田 博一

本荘 武宏
（大阪ガス㈱）

榎本 直樹

尾崎  裕
（大阪ガス㈱）



沼　尾　　　護
尾　賀　康　裕
川　下　重　彦
杉　橋　和　彦
藤　井　一　郎
鈴　鹿　且　久
久　保　善　昭
布　垣　友　義
木　村　　　睦
今　井　一　雄
井　上　　　敏
植　本　景太郎
濱　口　隆　司
山　本　泰　司
本　田　敬　三
西　村　貞　一
山　田　邦　雄
澤　山　宏　信
廣　瀬　恭　子
吉　川　康　彦
甲斐田　安　三
岡　本　尊　広
福　井　隆一郎
川　崎　正　文
野　崎　光　男
北　　　靖　久
岸　𦚰　淳　介
恩　地　宏　昌
竹　本　陽　一
萩　原　孝治郎
鍛治川　清　司
長谷川　栄　男
小 西  新右衛門
江　見　重　人
岡　本　慎　二
大　庫　隆　夫
田　中　瑞　樹
田　井　三　治
井　本　　　太
鍜治田　八　彦
萩　原　俊　嗣
中　江　良　一
野　田　正　史
森　川　起　安
木　本　佳　孝

滋賀中央信用金庫
㈱尾賀亀
㈱近畿理研
杉橋建設㈱
㈱フジックス
㈱聖護院八ッ橋総本店
久保商事㈱
㈱サンキ建設
宝ホールディングス㈱
㈱三洋商事
㈱山寅組
光洋電機工業㈱
㈱浜口組
山本ビニター㈱
㈱本田鉄工所
㈱サクラクレパスホールディングス
ロート製薬㈱
㈱大阪鋳鋼所
㈱広瀬製作所
㈱吉川商店
㈱ダイコー
日本クインライト㈱
㈱福井
東洋製鋼㈱
阪急電鉄㈱
北建設㈱
㈱国華園
恩地食品㈱
パナソニックホールディングス㈱
萩原珈琲㈱
㈱共進ベイパー＆パッケージ
㈱昭和組
小西酒造㈱
㈱江見工業所
㈱東豊精工
オークラ輸送機㈱
ブンセン㈱
㈱田井鐵工
井本刃物㈱
㈱鍜治田工務店
㈱萩原農場生産研究所
紀州ファスナー工業㈱
㈱プラス
南紀くろしお商工会
木本産業㈱

本　荘　武　宏

榊　田　隆　之
赤　澤　秀　朗

渡　邉　頼　光
大　槻　浩　平
坂　元　龍　三
白　石　博　志
長　尾　　　真
橋　本　隆　史
松　岡　靖　之

新　木　敏　克

中　村　彰　男
髙　田　豊　郎
小　川　秀　明
嵯峨根　仁　史
古　瀬　善　啓
楠　　　善　夫
松　村　榮　一
西　川　昌　伸
田　口　順　一 
服　部　　　稔
岸　本　博　史
小　儀　俊　光
須　戸　裕　治
吉　村　盛　善
山　岸　彌　平
置　田　　　修
松　田　茂　樹
三　宅　隆　雄
藪　田　亘　康
上　田　勝　嗣
東　中　弘　丞
宮　崎　良　平
篠　倉　庸　良
福　井　良　盟
角　谷　太　基
佐々木　惣太郎

三　津　久　直
藤　井　　　啓
相　間　宏　章

大阪ガス㈱

京都信用金庫
神栄㈱

日本黒鉛工業㈱
大槻ポンプ工業㈱
東洋紡㈱
元禄産業㈱
神姫バス㈱
㈱南都銀行
㈱紀陽銀行

納税協会連合会

明文舎印刷商事㈱
草津設備㈱
小川珈琲㈱
弥栄電設工業㈱
㈱城南工建
㈲楠新聞舗
㈱堀江家具製作所
賛栄商事㈱
㈱ベッセル工業
ユタカ産業㈱
㈱岸本工務店
㈱心斎橋ミツヤ
北おおさか信用金庫
コーマ㈱
ナンカイ工業㈱
ミズホ工業㈱
㈱マニックス
寿冷蔵㈱
薮田産業㈱
㈱ウエダ
㈱ベル
㈱三和電気商会
㈱ささめ針
竹林院群芳園㈱
㈱サンコー
小川工業㈱

ミツ精機㈱
冨士発條㈱
中央税理士法人

代表理事・会長

代表理事・副会長

副会長

業務執行理事

理事

監　事

評議員
（敬称略）

12

公益財団法人納税協会連合会　役員及び評議員 （令和８年４月１日現在）
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ベストプラクティス共有 anniversary
8 th

公益社団法人 宇治納税協会

専務理事

森本　亨

11年連続法人会員増を実現した
「攻め」と「守り」の組織戦略

「止まらない宇治」を支える成功体験 
宇治納税協会では、令和７年度に

「11年連続法人会員増」という快挙を

達成した。きっかけは11年前、18年

ぶりに会員数が増えたという衝撃的

な成功体験である。当時の会長の

「この流れを続けよう」という言葉に

背中を押され、本日の発表を前に「会

員を減らしては恰好がつかない」と

いう役員一丸の頑張りが、この前人

未到の記録を支えている。

攻防一体の組織運営と仕組み化の徹底
「入ってもらう工夫」と「辞めさせない仕組み」を細部まで仕組み化している。１月以降の会費

免除やキャッシュレス戦略で入会時の壁を下げ、退会検討機会を物理的に抑制。退会申出時に

は事務局と紹介役員が連携して強力に慰留するフローを確立し、組織の出口を固めている。地

道な活動を仕組みとして継続し、これからも地域に根ざした歩みを続けていく。

トップの率先垂範と明るい文化醸成
成功の第一の柱は、会長・副会長自らが本気で旗を振る率先垂

範だ。会合の挨拶で必ず「会員増強」を定番化させたことで、会場

に笑いが起きるほど活動への心理的ハードルが下がり、「増強は

明るく前向きにやるものだ」という文化が組織に根付いた。情報

の「見える化」により入退会状況を即座に共有する体制も、迅速な

対応を可能にしている。

受託保険会社との「顔の見える連携」と戦略的増強
勧奨の約半分を支える受託保険会社との強力なパート

ナーシップも不可欠である。推進員や代理店を会合に招待

し、役員との接点を増やすことで「自分たちも協会の一員」

という当事者意識を醸成している。また、12月にブロック

別で開催する増強会議では徹底したターゲット選別を行い、

支部間の適度な競争心を持って活動を加速させている。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

1,280

1,260

1,240

1,220

1,200

1,180

1,160

1,140

1,120

1,100

1,000

25

20

15

10

5

0

18
17

55
44

13

22

7
6

2

1,158 1,160 1,166
1,173

1,195
1,208

1,212 1,216 1,221

1,226

1,243
1,261

増加数
法人会員数

11年連続
法人会員数増■ 宇治納税協会 法人会員数の推移

プレゼン資料
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ベストプラクティス共有

公益社団法人 東納税協会

青年部会活動２本の柱
─ 経営者に刺さる次の一手 ─

青年部会長

野村 武司

参画する価値のある組織への進化
2024年、大阪市内青年部会連絡協議会20周年のパネ

ルディスカッションにおいて、「仲間とともに未来の

カタチ―限りある時間を使っても参画する価値のある

青年部会に進化し、異業種交流を活性化する」と宣言。

この宣言を起点に東納税協会では「経営者支援」と「次

世代育成」を両輪とした新たな活動モデルに取り組ん

でいる。

価値提供のサイクルを次なる展開へ
「仲間とともに未来のカタチ」をスローガンに掲げ、学びが仲間を呼ぶ理想的なサイクルが回

り始めている。この活動モデルをさらに確固たるものとし、信頼できる新たな仲間を引き込み

つつ、地域社会にも貢献していきたい。

未来へ投資する租税教育活動＜次世代育成＞
青年部会の共通テーマは次世代育成（租税教育）。税を「持続可能な社会への投資」と捉え、デジタル教材『ゼイとタックス』・

『Hello Tax!! ～未来への投資～』を制作。現代の感覚に即したアニメーションを通じて、子どもたちが自分の背中を押して

くれる税の存在に気付く。これらは国税庁ホームページでも公開され、全国的な広がりを見せている。

信頼が育む「真の異業種交流」の創出＜経営者支援＞
活動の核は、経営者が本音で語り合い、互いの経験と知

恵を交換する「双方向の対話型プラットフォーム／グループ

ミーティング（GM）」である。納税協会会員は「正しい申告・

納付を行う高い社会規範」を共有しており、この誠実さとい

う土台があるからこそ、初対面でも経営課題に対して腹を

割って相談し合える。採用難や助成金活用といった切実な

悩みに対し、同じ土俵で解決策を模索するこの「真の異業種

交流」は反響を呼び、法人入

会数は３年前の約３倍に急

増。学びが仲間を呼び、組

織拡大へと繋がる理想的な

サイクルが回り始めている。
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■ 法人会員数の推移と入退会の動き（令和３～６年度）
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安定した
増加傾向
（令和３年度比+131社）
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anniversary
8 th

公益社団法人 湯浅納税協会

会長

木本 佳孝

未来を担う青年部会
─ 強固な絆が支える地域貢献 ─

「規模は小さくても日本一」の活気を生む組織哲学 
湯浅納税協会は管轄エリアの稼働法人数が全83協会中76位と小規模な組織である。しか

し、法人加入率は全83協会中５位、青年部会員数は137名と全83協会中１位を誇り、規模

を遥かに超えた圧倒的な組織力を有している。青年部会を協会の「エンジン」と位置づけ、

親会と部会が強固な絆で結ばれた独自の運営がこの活気の源泉である。

活力ある組織の永続に向けて
「世代交代の仕組み化」と「親会・青年部会の相互支援体制」こそが、会員減少という共通課題

に対する当会の答えである。この湯浅モデルを深化させ、地域に根ざした強固な絆を次世代へ

継承し、持続可能な発展と地域貢献を共に追求し続けたい。

循環する「世代交代のサイクル」が育む一体感 
核となるのは、部会役員から親会役員への登用が自然な流れとして定着した仕組みだ。協会役員の大半が青年部会役

員経験者であり、このサイクルが若手経営者に具体的なビジョンを提示し、組織の強固な一体感を生んでいる。

1,160社（76位／ 83協会）

424社（66位／ 83協会）

新たな会員獲得の生命線は、管内を細やかに分けた「６支部体

制」による地域密着型研修会である。役員以外も参加可能な「ハー

ドルの低さ」と、税務署幹部も参加する質の高い内容に知人を積

極的に誘う「動員力」を両立。この「顔の見える」研修会が新たな青

年部会会員獲得の重要な接点となっている。

会員獲得を加速させる「６支部体制」と研修会運営

戦略的な役割分担による地域社会への浸透
小学校の租税教室や地域イベントは、青年部会が中心となって

活動するほか、作文事業等では、部会が各学校へ応募の依頼をし、

親会役員が教育委員会等へ働きかけるという緻密な役割分担を徹

底している。この連携で長年全国トップクラスの応募率を維持し、

地域社会からの絶大な信頼獲得に繋げている。

36.6％（５位／ 83協会）

137名（　 １位／ 83協会 ）

加入率

青年部会
会員数

エリア内
稼働法人数

法人会員数
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